
地方大学における産学共同研究の実状解明の実証的研究－２８
（2014～2018 年度の共同研究件数の大学間の比較） 
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１．はじめに

2014～2018 年度の 5 年間を調査期間として，いくつかの地方国立大学の共同研究について，相

手先の企業やその他機関の地理的位置がどのように分布しているかを明確にし，共同研究の状況

を明らかにすることを目的として，共同研究についての調査・分析を行い，その結果を報告して

きた 1)．また，過去の調査結果 2)との比較を行った結果についても触れてきた 1)． 
 本発表では，共同研究件数について，調査対象とした大学間の比較を行った結果について報告

する．

２．整理・分析手順

 調査対象は，弘前，秋田，岩手，宇都宮，横浜国立，新潟，福井，岐阜，三重，和歌山，島根，

山口，香川，徳島，愛媛，長崎，大分，宮崎の 18 の国立大学法人とした．また，調査期間は，2014
～2018 年度の 5 年間とした．各大学の共同研究契約の情報を基に，既報 1)に示す手順に従い，共

同研究相手先別の件数，相手先の地理的位置について整理し，分析を行った．

３．結果 

１）2014～2018 年度の共同研究件数の比較

各大学の 5 年間の共同研究件数の合計，および，共同研究件数の年平均の件数を教員数で除し

た教員一人当たりの共同研究件数を図１(a)，(b)に示した．なお，各大学の教員数は，2016 年度版

の各大学の大学概要の人数を用いた．図１(a)に示すように，合計件数では，岐阜，三重，横浜国

立，徳島，山口，岩手の各大学が多くなっている．また，教員一人当たりの共同研究件数では，岩

手，横浜国立，宇都宮，岐阜，三重，福井の各大学が相対的に高い値になっている．

(a) 共同研究件数（合計）

(b) 教員一人当たりの共同研究件数

図１ 各大学の共同研究件数の比較

 次に，共同研究の相手先を大企業，中小企業，企業以外の機関の３つの区分に分け，区分別の

共同研究件数について検討した．各大学における区分別の割合を図２に示した．図２に示すよう
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に，大企業の割合が高い大学が 16 大学と多く，横浜国立，徳島，長崎の 3 大学では大企業の割合

が 60%を超えている．また，三重大学と和歌山大学では中小企業の割合が高くなっているが，こ

れらの大学でも大企業の割合はそれぞれ 37%，30%であり 1/3 程度を占めていることがわかる．各

大学とも，大企業との共同研究が多く行われていることがわかる．この結果は，2009～2013 年度

を対象とした前回の調査の結果 2)と同様であり，傾向が変わっていないことがうかがえる． 
 

２）企業を相手先とする共同研究 
 企業を相手先とする共同研究について，大企業と中小企業とに分けて，相手先の地理的位置を

調査し，件数の割合を求めた．その結果を図３(a)，(b)に示す．大企業を相手先とする共同研究に

ついては，図３(a)に示すように各大学とも関東地方に位置する企業との共同研究が多く，東海や

近畿地方に位置する企業，あるいは，大学所在地県の企業との共同研究が多い大学も散見される．

一方，中小企業を相手先とする共同研究については，図３(b)に示すように，大学所在地県内企業

の割合が高く，次いで関東地方や近畿地方，東海地方の割合が高くなっている大学が多い． 
 これらの結果から，各大学とも，関東や東海，近畿の各地方の大企業，および，大学所在地県

内の中小企業と多くの共同研究がなされていることがうかがえる．同様な傾向は，2009～2013 年

度を対象とした前回の調査結果 2)でもみられ，大きな変化がないことがわかった． 
 

 
        (a) 大企業               (b) 中小企業 

図３ 共同研究の相手先企業の所在地別の件数の割合 
 

４．まとめ 

 2014～2018 年度の共同研究契約の情報に基づき，18 の国立大学法人について共同研究の件数を

整理，分析した結果，以下のことが明らかになった． 
１）共同研究の相手先としては，大企業が多く，ついで中小企業が多い大学がほとんどである． 
２）各大学とも，大企業との共同研究では関東地方，東海地方，近畿地方に位置する企業が，中

小企業との共同研究では大学所在地県内の企業が多い． 
３）2009～2013 年度の期間と比較し，これらの傾向の経時的な大きな変化は見られない． 
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